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　　居宅介護支援事業者　管理者　様

国東市　高齢者支援課長
軽度者に対する福祉用具貸与の例外的給付に係る確認手続きの一部改正について
標記のことについては、平成20年9月1日付、（老計発第0901001号・老老発第0901001号）厚生労働省老健局計画課長通知「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について等の一部改正について」の通知に基づき、平成20年10月1日付、（国市健第1001004号）国東市生活福祉部市民健康課長通知をもって、その運用については、お示ししているところですが、今般、保険者（国東市）としての取り扱い（確認手続き）を一部改正しましたので、お知らせします。
つきましては、今回の改正につきましては、10月1日から適用し、現にサービスを利用されている場合は次回の軽度者における福祉用具貸与にかかる判断基準の見直し時期から適用いたします。
記

○　改正の要点

	軽度者（認定区分）
	新規の利用者
	現に利用している者

	要支援（1・2）

※包括が介護予防ｻｰﾋﾞｽ計画を作成している場合。
（平成26年6月から実施）
	原則、認めない。

ただし、市が実施する地域ｹｱ会議において、その必要性を確認した場合は、その限りではない。
確認後、市に確認依頼書の提出。
	地域ｹｱ会議において、その必要性を確認する。
確認後、市に確認依頼書の提出。

	要支援（1・2）

※包括から委託を受けた居宅介護支援事業者が介護予防ｻｰﾋﾞｽ計画を作成している場合。
	原則、認めない。

ただし、市が実施する地域ｹｱ会議において、その必要性を確認した場合は、その限りではない。

確認後、市に確認依頼書の提出。

なお、9月30日までは、従前の手続きによる。
	9月30日までは、従前の手続きによる。
10月1日からは、地域ｹｱ会議において、その必要性を確認する。

確認後、市に確認依頼書の提出。

	要介護１
	原則、認めない。

ただし、市が実施する地域ｹｱ会議において、その必要性を確認した場合は、その限りではない。

確認後、市に確認依頼書の提出。

なお、9月30日までは、従前の手続きによる。
	9月30日までは、従前の手続きによる。

10月1日からは、地域ｹｱ会議において、その必要性を確認する。

確認後、市に確認依頼書の提出。


注　上記「従前の手続きによる」とは、平成20年10月1日付、（国市健第1001004号）国東市生活福祉部市民健康課長通知によるものである。
軽度者に対する福祉用具貸与の例外的給付の取り扱いの改正について

●　平成18年度の介護報酬改定に伴い、介護保険における福祉用具貸与については、軽度者の状態像からは利用が想定しにくい種目（車いす等8種目）が原則保険給付外となり、例外的に給付される状態の判断方法として、要介護認定に係る基本調査結果等を活用することとされた。



このことを受けて、国東市としては平成18年9月21日付（国市健第0921010号）で「福祉用具貸与の決定に係る処理方法について（車イス用）」の処理手順を作成し対応しているところです。
●　しかし、基本調査の結果等だけでは、福祉用具が必要な状態であるにもかかわらず、例外の給付対象とならない事例が存在することから、平成19年4月1日より福祉用具貸与の例外的給付の取扱いが再度改正されることとなった。


· 今回の改正通知については、軽度者（要介護１・要支援の者）に係る指定福祉用具貸与の取扱いについての見直し（一部改正）について示されたものであるが、その通知を要約すると以下のとおりである。


　このことから、国東市（保険者）としては、次の手順（軽度者に対する福祉用具貸与確認手続き（例外的給付））で確認した上で、その要否を判定することとします。
　なお、《表１　軽度者に対する福祉用具貸与の判断基準》において、例外に該当する者（要介護認定結果等の基本調査で判断基準に該当する者）については、福祉用具貸与の例外的給付に係る確認手続きは、不要となりますので、ご留意ください。
　また、《表１　軽度者に対する福祉用具貸与の判断基準》の車イス及び車イス付属品の（二）日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者及び移動用リフトの（三）生活環境において段差の解消が必要と認められる者については、平成18年9月から国東市においては、「福祉用具貸与の決定に係る処理方法」の手順に従って必要な書類を提出していただいていましたが、今回の確認手続きの中で対応するようになります。
　今回の改正において、医師の医学的な所見によって、状態像や疾患が厚生労働省の示す要件に該当する場合の具体的な事例は、次のような場合となります。
　（以下は、あくまでも状態像の例であり、このような場合以外でも医学的所見により、判断される場合はあります。）

　

表２　≪事例内容の概略≫
	
	事例類型
	事例内容（状態像の例）
	必要となる福祉用具

	①
	頻繁な状態変動
	○　パーキンソン病で、内服加療中に急激な症状・症候の軽快・憎悪を起こす現象（ON・OFF現象）が起き頻繁に臥位からの起き上がりが困難となる。
	・ 特殊寝台

	
	· 
	· 重度の関節リウマチで関節のこわばりが朝方に強くなるため、畳からのポータブルトイレへの移乗が全介助を要する状態になる。
	・ 移動リフト

（昇降座椅子）

	②
	急性憎悪
	· 末期がんにより急激に状態が悪化し、短期間で寝返り起き上がりが困難な状態に至ると見込まれる。
	・ 特殊寝台

	③
	重篤化回避
	· 重度の心疾患で、特殊寝台の利用により急激な動きをとらないようにし、心不全発作の危険性を回避する
	

	
	
	· 重度の喘息発作で、特殊寝台の利用により一定の角度に状態を起こすことで、呼吸不全の危険性を回避する
	

	
	
	· 重度逆流性食道炎で、特殊寝台の利用により一定の角度に上体を起こすことで、誤嚥性肺炎の危険性を回避する
	

	
	
	· 脊髄損傷による下半身麻痺により、下半身の自発的な体位変換が困難なため、床ずれの発生リスクが高く、その危険性を回避する
	・ 床ずれ防止用具
・ 体位変換器

	
	
	人工股関節の術後で、立ち座りに伴い股関節脱臼の危険性が高いため、そのリスクを回避する
	・ 移動用リフト
（昇降座椅子）


軽度者に対する福祉用具貸与確認手続き（例外的給付）

（表１の例外に該当しない場合）

　（１）利用者の状態の確認及びアセスメントの実施

　
（２）医学的所見の確認

1 要介護認定の主治医意見書

2 医師の診断書

3 担当の介護支援専門員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所見
　
（３）サービス担当者会議等の開催等、適切なケアマネジメントの実施

　（４）市が実施する地域ケア会議で検討する。
（５）確認依頼書の提出

　　　　提出　先　高齢者支援課又は管轄する地域市民健康課

　　　　提出書類　①　確認依頼書（様式１）
2 居宅介護サービス計画（第4表　サービス担当者会議の要点）

3 医師の診断書（参考様式2）

　（６）国東市からの確認通知

　　　　提出された書類を確認し、確認依頼者（担当の介護支援専門員等）に貸与の可否を通知します。

　
（７）福祉用具貸与の開始

　　　　貸与の確認（可と判断した場合）を通知した日をもって、福祉用具貸与費の保険給付の対象とします。また、暫定貸与サービスも保険給付の対象としますので、その場合は暫定ケアプラン等を提出してください。
　（８）必要性の検証

　　　　福祉用具貸与にかかる判断の見直しは、居宅介護サービス計画に記載された必要な理由を見直す頻度（少なくとも6月に1回）で行うとなっていますので、適切なマネジメントのもとでの運用をお願いします。また、介護度が変わった場合は、6月以内であっても担当者会議等を開催して確認手続きを行うことになります。（軽度者場合は、地域ｹｱ会議に提案）
○　車ｲｽ（電動三輪・四輪）の貸与（レンタル）の取扱方針

　‹基本方針›
　　ｻｰﾋﾞｽの提供にあたって、利用者ができないことを単に補う形でのｻｰﾋﾞｽ提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、ｻｰﾋﾞｽへの依存度を生み出すことが、懸念されることから、「利用者の自立の可能性を最大限引き出すための支援」という点を基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切なｻｰﾋﾞｽは、認められない。
　‹具体的な考え方›

1) 利用者の心身の状況等から、ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄするうえで、本人の自立の意欲が向上する等、用具を利用することが、自立支援につながる場合
2) 用具を利用することにより、今もっている能力を活用し、自立の意欲が高まり、他の生活行為でもできる限り、予防訪問介護を利用しなくて済むと考えられる場合

《表１　軽度者に対する福祉用具貸与の判断基準》を参照。





次の①から③のいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより、福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合にあっては、市町村（保険者）が書面等確実な方法により確認することにより、その要否を判断することができる。


①　疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に第23号告示第19号イに該当する者。


　　（例：パーキンソン病の治療薬によるON・OFF現象）


②　疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに、第23号告示第19号イに該当するに至ることが確実に見込まれる者。


　　（例：がん末期の急速な状態悪化）


③　疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から第23号告示第19号イに該当すると判断できる者。


　　（例：喘息発作等による呼吸不全・心疾患による心不全・嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避）


　


注）ⅰ　上記カッコ内の状態は、あくまでも①～③の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したにすぎない。また逆にカッコ内の状態以外の者であっても①～③の状態であると判断される場合もありうる。


　　ⅱ　「第23号告示第19号イ」とは表2の「例外に該当する者」のような状態のことです。








（４）が、今回の一部改正


　した事項





【注】


ア　②の居宅サービス計画（第4表　サービス担当者会議の要点）に医師から聴取した医学的所見の内容が記載されている場合は、医師の診断書（写）の提出の必要はありません。


イ　医師の診断書については、参考様式の内容と同様のものであれば、この様式でなくてもかまいません。








